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おわりに

はじめに

近年，地方自治体の多くにおいては，行財

政改革の影響から財政難に伴う都市計画，い

わゆるまちづくりを計画通りに遂行・推進で

きなくなり，住民サービスが停滞している自

治体が多くなってきている。特に北海道にお

いては，夕張市が財政再建団体に認定される

など，財政状況が思わしくない自治体が非常

に多く，どの自治体においても深刻な問題と

なっている。このように自治体おけるまちづ

くりが疲弊する状況の中，特定非営利活動法

人，いわゆるNPO法人が何らかの形で自治

体におけるまちづくり活動（行政サービス）

の役割の一端を担うところが多く見られるよ

うになってきている。

NPOの活動における最大の目的は，ミッ

ション（活動目的）の遂行にある。そして，

その継続的な活動のためには財政的側面の充

実が最大の課題となっている。特に，本研究

で焦点を当てているまちづくり分野において

は，その活動や対象の広範囲さ，規模などの

問題から，財政的側面の充実は重要な課題と

なっている。

また，地域におけるまちづくりは，特に近

年，自治体（行政）と住民を中心とした地域

社会，特に様々な分野に特化した専門家組織

であるNPOとの協働が重要となってきてい

る。そしてその協働の形態や内容は，地域に

よって大きく異なる。さらに，自治体からの

人的・財政的支援の有無によって，そのNPO

の活動が大きく影響を受けることになる。し

たがって，まちづくり分野におけるNPO活

動を分析するには，財政的側面と都市計画（ま

ちづくり）的側面の両面のアプローチからの

研究が必要となってくる。

既存研究においては，その会計問題や会計

制度的課題を中心とした研究はあるものの

（たとえば［大原，2007］［大原，2008］），ま

ちづくり分野に限定した財政的側面に関する

研究は乏しい。また，自治体との協働関係を
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中心とした都市計画的側面の分野において

は，視点・アプローチの異なる非常に多く研

究が行われてきた（たとえば［市原］・［岩切］

など）。これに対してNPO活動の必要不可欠

な両輪ともいえる２つの側面からの統合した

形での分析・研究は，その境界領域的な特徴

から現在までのところ皆無に等しいといわざ

るを得ない。

本研究は，まちづくりにおけるNPO法人

と自治体の協働関係について，総合的な研究

の端緒として，サンプル調査・分析を行うこ

とを目的として行ったものである。具体的に

は，北海道内においてまちづくりの特徴的な

活動を行っているNPO法人を抽出し，その

ミッションを遂行するための財政的側面，と

りわけ収入状況を明らかにするとともに，そ

の活動内容や自治体との協働関係・位置づけ

について調査・分析を行ったものである。

なお，構成上の都合から，はじめにNPO法

人制度全体の概要を概観する。次に，サンプ

ル調査対象となったNPO法人の活動内容を

紹介し，最後に当該法人の財政的側面，とり

わけ収入構造について紹介する。

第１章 NPO法人の概況

第１節 NPO法人制度の現況

１．認証数の推移

特定非営利活動促進法（NPO法）が施行さ

れてから，ちょうど10年を経過した。

NPO法は，その第１条で「この法律は，特

定非営利活動を行う団体に法人格を付与する

こと等により，ボランティア活動をはじめと

する市民が行う自由な社会貢献活動としての

特定非営利活動の健全な発展を促進し，もっ

て公益の増進に寄与することを目的とする。」

と規定し，それまでボランタリーな組織に留

まっていた市民活動団体を，ボランタリーな

性格を持ちながらも，組織として法の下での

権利義務関係を有し，固有のミッションを追

求する活動組織として位置付けた。そして，

市民活動の発展を促進することを法の下で明

示した。

NPO法人数は，1999年２月に全国第一号

の法人（ふらの演劇工房）が北海道で誕生し

て以来，現在（2008年８月末）に至るまで，

３万５千を超える法人が活動を行っている。

この数は，公益法人数と比べれば，社団法人

12,530，財団法人12,118，計 24,648法人

（2005年10月１日現在）を約10,000上回る

数である［『公益法人白書平成20年度版』，p.

９］。

ところで，NPO法人認証数の推移を示し

たのが図表１である。

これによれば，2003年以降，毎年約5,000

法人規模で増加してきていることがわかる。

一方，制度開始以来，不認証数は499団体，

解散数は2,219法人であり，2007年から2008

年の伸びがやや鈍化しているものの，多くの

市民活動団体が，日本中で活動を展開してい

ることが見て取れる。

２．活動分野

NPO法では，特定非営利活動として17の

分野を掲げている。法人認証を受けようとす

る団体は，定款において，17分野のうち最低

一つの分野を明示する必要がある。とはいえ，

多くの法人は，複数の分野で活動しているの

が実態である。

図表２は，内閣府が毎年実施している「市

民活動団体基本調査報告書」（以下，基本調査）

のうち，2005（平成17）年度から2007（平成

19）年度の３年間の主な活動分野を一覧表示

したものである。

これによれば，2007年度調査でやや割合が

減少しているものの，「保健・医療・福祉の増

進」を主な活動分野にしている法人がもっと

も多い。次のグループは，「社会教育」「まち

づくり」「子どもの健全育成」となっている。
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３．NPO法人の収入規模

さて次に，基本調査から，NPO法人の収入

規模を概観したい。

年間の収入規模は図表３のようになってい

る。

これによれば，年間収入について，500万円

以上の法人が年々増加傾向にあることがわか

る。とりわけ，3,000万円以上の法人が増えて

おり，一般的な傾向として法人の収入規模が

大きくなっているように思われる。他方で，

まちづくりにおけるNPOと自治体の協働に関する研究

［内閣府NPOホームページによる］

図表1：NPO認証数の推移（各年３月末)

図表2：主な活動分野

［内閣府国民生活局「市民活動団体基本調査報告書」の一部を抜粋・組みかえて作成］
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100万～500万円未満，あるいは１円～100万

円未満の法人も依然として20％ほどあり，０

円と回答した法人も見られる。

基本調査によれば，一法人あたりの平均値

は，2005年度2,147万円，2006年度1,745万

円，2007年度2,400万円である。これだけで

はNPO法人全体の収入規模が増加している

とは判断できないが，基本調査による中央値

を見れば，2005年度365万円，2006年度484

万円，2007年度603万円となっており，収入

を増やしている法人が増加しているといえ

る。

第２節 まちづくりNPOの特徴

先に引用した内閣府の調査では，NPO法

人全体の集計結果は示されているものの活動

分野ごとの集計は示されていない。

そこで，ここでは，RIETI（産業経済研究

所）が行った「2005年NPO法人アンケート

調査結果報告」（以下，結果報告）に基づき，

まちづくりNPOの収入構造を概観した
(1)

い。

１．収入内訳の特徴

まず，NPO法人全体の収入構造を見ると，

図表４のとおり，事業収入が64.3％と一番多

く，次いで，補助金・助成金が9.5％，寄付金・

図表3：年間の収入規模

［内閣府国民生活局「市民活動団体基本調査報告書」の一部を抜粋・組みかえて作成］

図表4：全体の収入構造

［RIETI「2005年NPO法人アンケート調査結果報告」により作成］
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協賛金が7.7％となっている（前期繰越収支

差額を除く）。

これに対して，まちづくりNPOの収入構

造は，図表５のとおりである。

これによれば，全収入に占める事業収入の

割合が55.4％と，全体の収入構造に比べて，

8.9％少ない。一方，会費収入や補助金・助成

金収入の割合がやや多くなっている。

NPO法人の活動は，大きく分けると，事業

系とキャンペーン系（非事業系）に分けるこ

とができる。たとえば，事業系活動の代表は，

保健・医療・福祉の活動を行っているNPO法

人（以下，福祉系NPO）である。

そこで，福祉系NPOの収入構造を見ると，

図表６のようになっている。

RIETIの調査報告によれば，福祉系NPO

の収入構造は，会費・入会金収入や補助金・助

成金収入の割合が少なく，事業収入が74.2％

と全体より約10ポイント高くなっている。

他方，まちづくりNPOは，環境NPOなど

と同様に，キャンペーン系NPOの代表であ

る。すなわち，キャンペーン系NPOは自らの

ミッションにいかに多くの賛同者を得るかど

うかが鍵であり，事業収入もさることながら，

会費や寄付金，補助金や助成金に対する依存

度が高くなる傾向にある。まちづくりNPO

と福祉系NPOの事業収入の差は，20ポイン

ト近くもの開きがあり，その差は歴然である。

２．収入源別特徴

さて次に，RIETIの調査報告から，NPO法

人の主たる収入源を事業収入および補助金・

［RIETI「2005年NPO法人アンケート調査結果報告」により作成］

図表5：まちづくりNPOの収入構造

［RIETI「2005年NPO法人アンケート調査結果報告」により作成］

図表6：福祉系NPOの収入構造
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助成金収入に分けて，その内訳がどのように

なっているかをまとめたい。

図表７は，事業収入がいかなる源泉に基づ

いているかを示したものである。

これによれば，NPO法人全体の事業収入

のうち，もっとも多いのが認可事業（たとえ

ば介護保険制度による事業），ついで自主事

業，行政の委託事業の順になっている。

この傾向とまちづくりNPOとの収入源泉

を比較すると，まちづくりNPOでは，自主事

業による収入が最も多く，次いで行政の委託

事業，民間の委託事業の順となっており，認

可事業はわずか５％程度しかない（図表８）。

また，福祉系NPOの収入源泉と比較する

と，さらにその違いが明らかになる。

福祉系NPOでは，認可事業が65％を占め

ており，まちづくりNPOとはその割合に大

きな差異が見られる（図表９）。

今度は，補助金・助成金収入の源泉を比較

してみる。

NPO法人全体では，行政の補助金が60％，

助成団体の助成金が30％となっている（図表

10）。

これに比べて，まちづくりNPOの場合，行

政の補助金が約33％，助成団体の助成金が約

43％と，行政ばかりではなく，民間の助成団

体も重要な収入源となっていることがわかる

（図表11）。

一方，事業系NPOの代表である福祉系

NPOでは，行政の補助金が約74％を占め，ま

ちづくりNPOとの差が歴然である（図表

12）。

［RIETI「2005年NPO法人アンケート調査結果報告」により作成］

図表7：全体の収入源別特徴：事業収入

［RIETI「2005年NPO法人アンケート調査結果報告」により作成］

図表8：まちづくりNPOの収入源別特徴：事業収入
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［RIETI「2005年NPO法人アンケート調査結果報告」により作成］

図表10：全体の収入源別特徴：補助金・助成金収入

［RIETI「2005年NPO法人アンケート調査結果報告」により作成］

図表11：まちづくりNPOの収入源別特徴：補助金・助成金収入

図表9：福祉系NPOの収入源別特徴：事業収入

［RIETI「2005年NPO法人アンケート調査結果報告」により作成］
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第２章 まちづくり的側面から見た

協働

第１節 まちづくり協働の位置づけと類型

１．まちづくりにおける協働

住民の行政サービスに対するニーズの多様

化により，行政サービス・コストが肥大化し，

行政によるサービス提供が限界に来ている。

そのような状況の中で，行政サービスでは提

供できないサービス，そして行政では気づか

ないニーズへの対応を中心に，NPOやボラ

ンティア団体等の公共サービスの新しい提供

者が登場してきている［「パートナーシップの

実践」pp.11-12］。

また，まちづくりという視点に立つと，近

年は行政サービスという枠に留まらず，地域

住民自らが主導し担い手となっているサービ

ス（活動）も増加していることから，まちづ

くりにおける住民（行政以外の地域住民・

NPO・ボランティア・企業等の全てを含む）

の位置づけが非常に重要となっている。特に

まちづくりにおけるサービスは，公的な意味

合いが非常に強いことから，営利を追及する

一般企業では基本的に対応し切れないことが

多く，NPOやボランティア団体（町内会等の

地域住民による地縁的組織を含む）等の非営

利的組織の存在が非常に大きくなってきてい

る。

そして，それらの活動は，縦割りで明確に

区別されるのではなく，そのまちづくりの

サービス（行政が主役的なサービス⇔住民が

主役的なサービス）の内容により，図表13の

まちづくりにおける担い手の概念図で示した

行政主導⇔住民主導において，適宜行政・住

民協働を実施するというのが，近年のまちづ

くりにおける大きな流れとなっている。

［RIETI「2005年NPO法人アンケート調査結果報告」により作成］

図表12：福祉系NPOの収入源別特徴：補助金・助成金収入

図表13：まちづくりにおける担い手の概念図

― ―50

北 星 論 集(経) 第48巻 第２号（通巻第55号)



２．まちづくりにおけるNPOの位置づけの

類型化

今回，まちづくりにおけるNPOと自治体

の協働に関する調査にあたり，北海道内にお

けるまちづくり活動を行っているNPOの位

置づけの類型化を行い，それらの中で代表的

かつ特徴的な活動を行っている４つのNPO

の調査を行った。

類型化にあたっては，サービス内容の性格

をさらに詳細に分類し，２つの軸に対して位

置・性格づけを行うことにより行った。

１つ目の軸（横軸）としては，まちづくり

サービス内容の性格付けで，「行政主役的サー

ビス⇔住民主役的サービス」として，行政が

主役的に行うべきサービスとNPOを含む住

民が主役的に行うべきサービスの強さにより

軸の設定を行った。

２つ目の軸（縦軸）としては，NPOによる

まちづくりサービスの行政サービスにおける

位置づけで，「補完的効果⇔相乗的効果」とし

て，行政サービスの補完（不足を補う）的な

意味を持つのか，相乗（＋α）的な意味を持つ

のかで軸の設定を行った。なお，この軸に関

しては，自治体への依存度に大きく影響する

ことから，直接的・比例的ではないものの収

入構造（第３章参照）にも大きく関係する軸

となっている。

以下に，調査を行った４つのNPOの類型

化について示す（図表14）。

大樹元気村は，現在の自主事業としてス

ノーシューハイキングなどのイベント的な事

業も行っているが，大きな計画として大樹元

図表14：NPOの類型化
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気村構想を実施している。この大樹元気村は，

楽しく暮らせる村づくりを目指したものであ

り，福祉や農業サービスなどを含めたもので

あることから，「行政主役的サービス」の意味

合いが濃いと判断した。そして，その構想は

行政が行っている基本的な福祉・農業サービ

スではなく，また自らが経営する有限会社イ

ンカルシペ白樺の社会貢献部分をNPOが

担っており，全般的にそれに伴う収入の割合

が多いことから，「相乗的効果」という位置づ

けの判断を行った。

はこだて街なかプロジェクトは，「からち

（空地）に花を咲かせようプロジェクト」を活

動の中心に据え，「居住サポート調査（未接道

敷地・狭小宅地活用プラン）」，「西部地区空き

家・空き地相談室」などの函館市からの業務

委託を受け，行政が対応できない活動をする

という位置づけである。これらの事業は，空

き地を中心とした敷地に関する活用や居住促

進など民間のサービスである不動産事業的な

業務を行っていることから「住民主役的サー

ビス」の意味合いが濃いと判断した。またこ

れらのサービスは，自治体の業務委託による

収入が多いなど，対象としている西部地区全

体の空き地対策的意味合いが濃いことから，

「補完的効果」と判断した。

協働のまちづくりサービスCollabo ‘B’

Spaceは，「フリーペーパー事業」，「ポータル

サイト構築事業」，「ホワイトスイーツプロ

ジェクト」を行っており，その事業内容から

「住民主役的サービス」と判断した。またこれ

らの事業は，まさしく行政のサービスとは性

格を異としており，収入の大部分が自主事業

による収入であることから「相乗的事業」と

判断した。

知床斜里町観光協会は，その名称の通り，

知床斜里町地区の観光協会の業務を行ってお

り，「知床ファンタジスタ」，「知床番屋祭」な

どの自主事業を行い，道の駅うとろ・シリエ

トクの指定管理事業も受託している。実施事

業は自主事業であるものの，元々自治体に所

属していた観光協会がNPOとして独立した

組織で，地元の主要産業である観光業におけ

る協会として町全体の共通のイベントとして

実行していることから「行政主役的サービス」

の意味合いが濃いと判断した。また，これら

の事業は上記でも述べたように地元の主要産

業である観光業の事業として行っており，「補

完的効果」と判断した。

第２節 サンプル調査から見た特徴

本研究で対象としたNPO法人におけるま

ちづくり活動について以下に述べる。

１．大樹元気村

2006年10月20日にNPO法人大樹元気

村設立準備会総会を開催し設立に向けて活動

を始めた。そして，2007年３月６日に北海道

より設立認証を受け，３月24日に登記を行っ

ている。

目的は，定款の第３条に定義されており，

「この法人は，北海道大樹町の自然と共生し，

環境を大切にしながら，子どもたちからお年

寄りまで交流できる福祉の「むらづくり」を

推進する。大樹元気村の「むらづくり」を通

じて，自然と共生した様々な体験学習や農業，

林業の生産活動，生産されたものの加工によ

る特産品開発，インターネットなどを活用し

た情報発信など，地域社会と連携すると共に，

住環境を整備し，新たなコミュニティをつく

り，持続できる元気村を創造することを目的

とする。」としている。

そして，事業の中心である元気村づくりに

関して構想を策定している。その策定案によ

ると，元気村は大きく①ビレッジハウスエリ

ア，②福祉・教育エリア，③リタイヤハウス・

シルバーハウスエリア，④コウハウスエリア

の４つのエリアから構成される（「元気村新

聞」第１面）。

各エリアの概要は以下の通りである。
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① ビレッジエリア

グループハウス，託老ホーム，託児所，

遊歩道，住民農園，高齢者生きがい農園，

いちご摘み取り園から構成される。

② 福祉・教育エリア

特定有料老人ホーム，グループホーム（鍼

灸院），自由学校，ショートステイセン

ター・レクリエーションホール，作業所，

売店，管理棟・スタッフハウス，音楽・喫

茶，水源，駐車場から構成される。

③ リタイヤハウス・シルバーハウスエリア

自然遊住型シルバーハウス，レストラン，

理・美容院（オシャレサロン），イベントホー

ル，公園，遊歩道，芝テニスコート，駐車

場

④ コウハウスエリア

コウハウジング，寺子屋，コモンハウス，

植林，放牧養豚・地鶏，遊歩道，駐車場か

ら構成される。

２．はこだて街なかプロジェクト

函館市西部地区を対象として，住み続ける

ための街なか再生を目的として，2001年９月

に建築・不動産関係者などで「街なか居住促

進研究会」を発足し，その後「はこだて街な

か研究会」という民間団体として，街なかの

フィールドワークや施策定案を行っていた。

2007年３月には「ハコダテまちなかオープ

ンスクール」を開催し，全国のまちづくり活

動の実践家を招いて，地元の人とともに実際

の空き家・空き地の利活用について検討を

行った。その後，メンバーも増加し，2005年

６月には「NPO法人はこだて街なかプロ

ジェクト」として認証を受け，地域との協働

によるまちづくりに取り組んでいる。

なお，実際の事業としては，①空き家・空

き地の有効な利活用など街なかの街づくりに

関する構想・企画・提案・計画・実践に関す

る事業として，「からち（空地）に花を咲かせ

ようプロジェクト」，②街なかの魅力発見・魅

力創造に関する事業として「西部地区の歴史

を語れる建物・敷地マップ作成プロジェク

ト」，③街なかについてのアンケート調査など

による情報収集，現地調査やまちづくり研究

に関する事業として「函館市公民館及び公共

施設の利活用促進プロジェクト」，④街なかの

調査・研究結果，居住物件などの情報発信と

情報交流に関する事業として「西部地区空

家・空地相談室プロジェクト」，⑤「居住サポー

ト調査」，⑥「はこだて街なかジャズコンサー

ト加茂紀子と仲間たちFrom N. Y.」などの

事業・活動を行っている［NPO法人はこだて

街なかプロジェクト資料及びホームページ］。

具体的に，プロジェクトは以下のような内

容となっている。

① からち（空地）に花を咲かせようプロジェ

クト

西部地区の空き地（未更新地）を春から

秋まで借用し，花を咲かせることで町並み

の改善と住民の街づくり参加の機会づくり

を目的としている。

② 西部地区の歴史を語れる建物・敷地マッ

プ作成プロジェクト

函館西部地区の観光案内やマップに掲載

されていない，歴史的なスポットや歴史と

ゆかりのある建物を調査してオリジナルの

「歴史を語れる建物・敷地マップ」の作成を

行う。

③ 函館市公民館及び公共施設の利活用促進

プロジェクト

はこだて街なかジャズコンサートの会場

として使用した，函館市公民館や市内の公

共建物の利用促進計画を検討し，市民への

情報発信を行う。

④ 西部地区空家・空地相談室プロジェクト

函館市が行っている西部地区空家・空地

相談室が，空家・空地の利活用により円滑

に行うために，地域交流まちづくりセン

ターにて相談（相談業務の委託を受けてい

る）を受ける。
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⑤ 居住サポート調査

函館市の委託事業で，未接道敷地，狭小

住宅，老朽長屋，老朽住宅（和洋折衷様式）

の４タイプについて調査を行い，活用プラ

ン，事業計画，課題点についてまとめ，報

告書を作成した。

⑥ はこだて街なかジャズコンサート加茂紀

子と仲間たちFrom N.Y.

西部地区の魅力を音楽という新たな視点

によってスポットをあて，街なかを再びわ

くわくさせる賑わいの場所への再生の支援

となり，また会場を西部地区の歴史的な建

物を利用することににより，貴重な町の財

産の活用，古い建物の利活用が街なかの魅

力を発見・創造となり，街づくりの市民参

画効果を生み出すねらいがある。

３．協働のまちづくりサービスCollabo ‘B’

Space

2006年３月20日に法人として登記を行っ

た。

主な事業としては，①こらぼ編集部が行っ

ている無料情報誌「こらぼ」発行事業，地域

限定共通クーポンチケットサービスCO・

LLA・PON事業，②こらぼねっととして行っ

ているブロードバンド推進事業，地域ポータ

ルサイト構築事業，ホームページ製作受託事

業，③こらぼ企画として行っているホワイト

スイーツフェスタ事業，協働のまちづくり講

演会事業，その他イベント企画・支援事業で

ある。

具体的には，ブロードバンド推進事業とし

てニーズ調査の実施，無料情報誌「こらぼ」

の月１回5,000部の発行，牛乳を使ったケー

キやプリンなどを集めて（全道各地32店舗）

のホワイトスイーツ120種類の販売などを

行った。

４．知床斜里町観光協会

2007年５月28日に法人として登記を行っ

た。

主な事業としては，観光協会としての業務

に加えて，自主事業として①知床ファンタジ

スタ，②知床番屋祭，そして③道の駅うとろ・

シリエトクの指定管理事業を行っている。

具体的に，知床ファンタジスタは，２月～３

月（2009年は２月５日～３月21日）に実施さ

れるイベントで，オホーツクの海に押し寄せ

る厳しい寒さを逆に楽しんでしまおうとする

冬のイベントで，メインイベントとしてダイ

ナミックな音響とレーザーによる幻想空間を

創造する「オーロラファンタジー」の他，オー

ロラウェディング，ステージイベント，知床

ネイチャーフォトコンテストなどがある。知

床番屋祭は，10月～11月に開催される祭で，

新鮮な海の幸，山の幸でお客さんが食べたい

ものを炭火で焼いて食べるという祭である。

第３章 財政的側面から見た協働

第１節 サンプル法人の収入構造

今回の調査は，北海道内で特徴的な活動を

行っている４法人をサンプリングし，法人の

代表者と当該法人が活動する自治体の担当者

にヒアリングを行った。各法人の活動の概要

および自治体との協働の態様については，第

２章で紹介したところであるが，ここでは，

各法人の収入の源泉について概観する。

なお，直近の決算書から収入規模別に見る

と，大樹元気村は０円～100万円未満，はこだ

て街なかプロジェクトは100万～500万円未

満，Collabo‘B’Spaceは 500万～1,000万円

未満，知床斜里観光協会は3,000万円以上の

法人であ
(2)

る。

１．大樹元気村

十勝地方大樹町で活動する大樹元気村は，

2007年３月20日に法人として成立をし，

2008年３月末で２期を経過し現在第３期目

である。
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決算書によれば，この法人の収入構造は，

その全額を会費・入会金収入が占めている。

第２期（2007年４月～2008年３月）には自

主事業としてスノーシューハイキング，大樹

元気村構想説明会を実施しているが，法人の

活動を支えるほどの収入には至っていない。

しかし，この法人の理事長は，第２章で紹

介したように，別に有限会社インカルシペ白

樺を経営しており，シラカバ樹液の採取・販

売，宿泊施設インカルシペの運営を行ってい

る。つまり，有限会社の社会貢献部分をNPO

法人が担っているという関係にある。

２．はこだて街なかプロジェクト

はこだて街なかプロジェクトは，サンプリ

ング法人の中ではもっとも古く，2005年６月

に法人として成立した。

決算書によるはこだて街なかプロジェクト

の収入構造は，図表15のようになっている。

はこだて街なかプロジェクトは，活動開始

以来，「からち（空地）に花を咲かせようプロ

ジェクト」を活動の中心に据えている。これ

に加えて第１期には「居住サポート調査（未

接道敷地・狭小宅地活用プラン）」，第３期に

は「西部地区空き家・空き地相談室」を行っ

ている。

収入構造で見れば，第１期と第３期の事業

収入がそれぞれ約66％，約77％となっている

が，これは「居住サポート調査（未接道敷地・

狭小宅地活用プラン）」「西部地区空き家・空

き地相談室」に対する函館市からの業務委託

収入である。

とりわけ，観光都市である函館市の西部地

区（函館山を中心とする旧市街）は，観光ス

ポットである反面，利便性の悪さから，空き

家・空き地も目立つようになっている。はこ

だて街なかプロジェクトは，こうした空き

家・空き地を調査するとともに，空き地には

花壇を整備し（「からち（空地）に花を咲かせ

ようプロジェクト」），観光都市の景観を保全

する活動を行っている。これに呼応して，函

館市もはこだて街なかプロジェクトに対して

業務委託を行っている。

３．協働のまちづくりサービスCollabo ‘B’

Space

別海町で活動する協働のまちづくりサービ

スCollabo‘B’Spaceは，2006年３月に法人

が成立した。

図表16は，決算書による第１期と第２期の

収入構造であるが，第１期は設立期であり，

収入も少ない。

特徴的な点は，第２期にある。

この期には，事業収入（自主事業）が収入

の約97％を占めている。

これは第２章で紹介したように，この期か

ら本格的に事業を開始したことによる。第２

期には，フリーペーパー発行事業，ポータル

図表15：はこだて街なかプロジェクトの収入構造
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サイト構築事業，そしてホワイトスイーツプ

ロジェクト事業を展開した。とりわけ，新聞

で採り上げられたホワイトスイーツプロジェ

クト事業（ホワイトスイーツフェスタ）は，

この期の収入の約78％を占める大型自主事

業となっ
(3)

た。

４．知床斜里町観光協会

知床斜里町観光協会は，2007年５月に法人

として成立した。今回のサンプル調査対象と

してはもっとも若い法人である。しかし，今

回の調査対象法人の中では，もっとも財政的

規模が大きい法人でもある。

この法人のおもな事業は，自主事業として

の知床ファンタジア（２月～３月の１ヶ月半，

動員数約８万人），知床番屋祭（10月～11月

の１ヶ月，動員数約３千人），そして受託事業

である道の駅うとろ・シリエトクの指定管理

事業である。

当該法人の決算書から収入源を見ると図表

17のようになる。事業収入がもっとも多く

なっているが，特徴的な点は，会費・入会金

収入と補助金・助成金収入（実際には補助金

のみ）がほぼ同じ割合である点である。これ

は，図表５で見た，まちづくりNPOの収入構

造と明らかに異なる収入構造である。

第２節 サンプル調査から見た特徴

今回のサンプル調査は，北海道内各地でま

ちづくり事業を行っている法人を対象にし，

活動開始後間もない法人を対象にした。これ

は，まちづくりNPOにとって，立ち上げ期の

活動がその後の活動に大きな影響を及ぼすと

考えたからであ
(4)

る。

まちづくりNPOにとって，地元自治体と

の連携は欠かせない。なぜなら，その活動の

場が地元自治体に限定される場合が多いから

である。しかも，地域の特性を共有している

ため，ある場合にはNPOと自治体が相乗的

活動を行い，また別の場合にはNPOが行政

図表16：Collabo‘B’Spaceの収入構造

図表17：知床斜里町観光協会の収入構造
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の補完的活動を行うことが期待される。

この点に着目すれば，大樹元気村は，シラ

カバ樹液の採取・販売を通して，Collabo‘B’

Spaceはホワイトスイーツプロジェクトを通

して，それぞれ自治体と相乗的活動を行って

いると考えられる。

また，はこだて街なかプロジェクトは，「居

住サポート調査（未接道敷地・狭小宅地活用

プラン）」「西部地区空き家・空き地相談室」

を通して，知床斜里町観光協会も，道の駅う

とろ・シリエトクの指定管理者として，自治

体の補完的活動を行っていると考えられる。

しかし，財政的側面からこれを見れば，知

床斜里町観光協会を除いて自治体との結びつ

きは強くない。これまでのところ，大樹元気

村やCollabo ‘B’Spaceは行政の補助金を得

ていない。

もっとも，活動の対象を共有し，自治体と

相乗的あるいは自治体の補完的活動を行うか

らといって，NPO法人の活動資金の大部分

が行政からの補助金で賄われるということに

は異論も多いだろう。たとえば，内閣府の

2006年度の基本調査では，NPOと行政との

パートナーシップに焦点を当てたアンケート

調査を行っている。その中で，NPO法人側で

は，調査対象の85％が行政から資金の受け入

れを望んでいると回答している［内閣府「平

成18年基本調査」］。一方で，この調査の回答

では行政からの補助金に対する手続きの煩雑

さや使途の制限に問題を感じている法人も少

なくない。加えて，NPO法人の活動が絶えず

補助金頼りであれば，行政の下請け的存在に

なり，その法人が継続した活動を行うことが

できるかどうかは，補助金が付くかどうかに

左右される結果になってしまうことも考えら

れる。

いずれにしても，法人としての自立という

観点からは，全面的に行政の補助金に頼らず，

会費・入会金収入や寄付金・協賛金収入，そ

して自主事業による収入で事業展開すること

が健全なあり方であり，そのことによって事

業それ自体も自律的に展開できる。

このことから，まちづくりNPOにとって，

まず始めに考えなければならないことは，行

政に対する財政的支援ではなく，その活動に

対する賛同者を多く集めることであろう。こ

の点では，今回ヒアリングをした４法人は，

行政との人的交流が見られ，行政に所属して

いながら個人の立場でNPO法人の活動を支

援するケースもあった。たとえば，今回サン

プル調査をした中で，Collabo‘B’Spaceは，

35名が活動を支えているが（人数はヒアリン

グ時点），理事長を含め15名が町職員である。

これは地元行政機関とまちづくりNPOとの

新たな協働のあり方を示しており，注目に値

する事例であ
(5)

る。

さらに，継続した活動を行うためには財政

的基盤の充実も欠かせない。とりわけ負債残

高は，身の丈にあった残高かどうかが重要に

なる。

今回サンプル調査した４法人のうち，直近

の決算書ベースで２法人が負債ゼロであり，

残りの１法人も身の丈にあった負債であっ

た。すなわち，３法人とも資産が少なく，活

動も収入構造に見合った中で行っており，負

債に依存する必要性がないと判断される。し

かし，残りの１法人については，正味財産が

若干マイナスとなっている。いいかえれば保

有資産より負債が上回っているのである。ヒ

アリング調査時には，決算が行われていな

かったため，この点について考慮外であった

が，これを当該法人がどのように処理してい

くのかは注意深く見守りたい。

なお，いずれの法人も，前期繰越収支差額

がゼロかそれに等しいこと，また各年度の収

入規模に応じてほぼ同額の支出を行ってお

り，したがって当該年度の収支差額（当期正

味財産）も少ないことから，ここでの財政的

分析では，支出構造については割愛した。
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おわりに

第２章でも述べたように，近年，自治体の

まちづくり（行政サービス）に対する住民ニー

ズの多様化等により，自治体の行政サービス

が肥大化し，サービスの提供に限界が来てい

ると言われている。そして，それらの地域に

おいては，①行政では（十分）対応できない

ニーズ・サービス，②行政以上の対応が求め

られるサービス，③民間が実施した方がより

効果的・効率的な行政サービス等が生じてい

る。そして，それらのニーズやサービスに対

応すべく，各地においてNPOを中心とした

高い意識をもった組織が，まちづくりにおけ

るサービスの一端を担うまでに至っている。

しかしながら，欧米などとは異なり，寄付

社会が醸成されていない我が国の社会にあっ

ては，いずれのNPOも財政基盤が非常に弱

いところが多く，行政の補助・助成事業，委

託事業の有無は，組織の存続に大きな影響を

与えることも事実である。

本研究は，上記のような状況を前提として

まちづくりにおけるNPO法人という組織と

行政である自治体の協働に関して研究を行っ

たものである。本研究における調査研究を通

して，一言で協働とは言っても，行政では補

助・助成事業の提供，人的資源・協力の提供，

情報やノウハウの提供など多種多様な形が存

在し，NPO法人でもその協働の形態・内容が

多岐にわたっていることが確認された。本研

究においては，４つのサンプル調査であった

ため，その詳細な類型までには至らなかった

が，「まちづくりサービス内容の性格づけ」と

「まちづくりサービスの行政サービスにおけ

る位置づけ」の２軸で整理し，まちづくり的

側面・財政的側面からの類型化を提示するこ

とができた。

今後，まちづくりにおいては住民参画やPI

（Public Involvement）が重要視されるのは必

至で，まちづくりにおけるNPOの重要性も

ますます高まってくると考えられる。今後の

社会において，少なくとも必要なサービスに

対しては，しっかりとした行政との協働の位

置づけとまちづくりにおける役割分担に裏づ

けされた財政的な支援を検討すべきである。

また，NPOなどの事業実施に対しても，自ら

も自立した財政基盤の構築や事業内容に応じ

たさらなる専門家集団化などの努力を払う必

要がある。

今後の課題としては，詳細な協働の類型化

とまちづくりサービスにおける最適な役割分

担の分析が挙げられる。
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［注］

⑴ RIETIは，2006年にもアンケート調査結果を

公表しているが，収入の内訳は必ずしも明確

ではないため，2005年調査を利用する。また

RIETIの調査は，2006年調査が最後の調査で

ある。

⑵ 利用した決算情報は所轄庁に提出された事業

報告書等による。

⑶ ホワイトスイーツフェスタは，「ストーリーを

付けて付加価値を高める」というコンセプト

のもと実施された事業である。

⑷ ちなみに，設立時の正味財産は，はこだて街

なかプロジェクトとCollabo ‘B’Spaceはゼ

ロ，大樹元気村は15万円であった。また知床

斜里町観光協会は約740万円であった。

⑸ もっとも，町職員と民間団体のメンバーが重

なっていることによる課題もある。すなわち，

地元の他のNPO側から見れば，特別な存在
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に見えてしまう。Collabo‘B’Spaceは町の補

助金を受けていないが，補助金を受けること

になれば，そこに何らかの作為があったと誤

解を招くおそれがある。
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